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Ⅰ．概算要求の基本的な考え方 

近年、尖閣諸島周辺海域では中国公船や外国漁船の領海侵入が繰り返されているほか、

外国海洋調査船による調査活動等の活発化、大和堆周辺海域における多数の北朝鮮漁船

等による違法操業、日本海沿岸部への木造船等の漂流・漂着、深刻化する国際テロ情勢、激

甚化する自然災害等、我が国周辺海域をめぐる状況はいっそう厳しさを増している。こうした

状況に対応するため、「海上保安体制強化に関する方針」（平成28年12月関係閣僚会議決定

）に基づき着実に体制整備を進めるとともに、その確実な運用を図る。また、「海洋基本計画」

や「我が国における海洋状況把握（ＭＤＡ）の能力強化に向けた今後の取組方針」等を踏まえ

たＭＤＡの能力強化や、「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向けて、法の支配に基づく

自由で開かれた海洋秩序を維持・強化するため、アジア諸国等の海上保安機関に対する能

力向上支援等の取組みを推進し、戦略的海上保安体制を構築する。 

あわせて、治安・救難・防災業務の充実・強化、海上交通の安全確保等、国民の安全・安心

を確保するための業務基盤の充実・強化や、国土強靱化のための対策を推進する。 

  

 

１ 「海上保安体制強化に関する⽅針」に基づく体制の強化
① 尖閣領海警備体制の強化と⼤規模事案の同時発⽣に 

対応できる体制の整備 
② 海洋監視体制の強化 
③ 原発等テロ対処・重要事案対応体制の強化 
④ 海洋調査体制の強化 
※ ①〜④の体制強化により増強した巡視船・航空機等の確実な運⽤等

⑤ 基盤整備（定員確保、教育訓練施設の拡充等） 
        
２ 海洋状況把握（MDA）の能⼒強化に向けた取組み等

海洋状況表⽰システムの機能強化 
 

３ 法の⽀配に基づく海洋秩序維持のための取組み 
諸外国の海上保安能⼒向上⽀援等の推進 
諸外国の海上保安機関との連携強化 

４ 治安・救難・防災業務の充実・強化 
① ⼤型巡視船等の⾼機能代替等 
② 離島・遠⽅海域における拠点機能の強化 
③ 装備資器材等の充実・強化 
④ 法執⾏業務体制等の充実・強化 

 
５ 海上交通の安全確保 

① ⼩型船舶等の安全対策の推進 
② 航路標識の維持管理の⾼度化 
③ 航路標識の防災対策等 
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Ⅱ．海上保安庁関係予算概算要求総括表 

注 端数処理の関係で、合計額は必ずしも一致しない。 

 

＜定員要求＞ 

 ４４８人 

 

 

＜予算要求＞ （単位：百万円）

倍率

A B C (D=B+C) D/A

【物件費】

1 37,969 32,866 18,848 51,715 1.36

2 43,616 50,686 0 50,686 1.16

3 1,720 892 2,385 3,277 1.91

4 4,825 2,632 1,672 4,304 0.89

5 1,872 853 1,528 2,382 1.27

6 10,201 13,507 1,704 15,211 1.49

7 3,994 4,324 35 4,359 1.09

　　非公共　計 104,198 105,763 26,171 131,934 1.27

8 9,197 3,822 9,928 13,750 1.50

113,395 109,585 36,099 145,684 1.28

【人件費】

9 101,953 102,411 0 102,411 1.00

合　　計 215,347 211,995 36,099 248,095 1.15

その他

船舶交通安全基盤整備事業

　　 物件費　計

　　 人件費

巡視船艇・航空機等の整備費

巡視船艇・航空機の運航費

海上保安官署施設の整備費

情報通信関係費

海洋情報関係費

治安・救難・環境保全・防災関係費

主要事項等
元年度
予算額

2年度要求額

一般要求
優先課題
推進枠

計
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Ⅲ．概算要求の主な事項 （ ）内は令和元年度当初予算額

１．戦略的海上保安体制の構築

５９４．４億円※（前年度 ３６９．７億円） 

※ 再掲・運航費を除く 

 

 

 

５７９．７億円※（前年度 ３５６．９億円） 

※ 再掲・運航費を除く 

（うち優先課題推進枠要望） ３０１．２億円 

 

平成28年12月に決定された「海上保安体制強化に関する方針」を受け、

引き続き、海上保安庁の法執行能力、海洋監視能力、海洋調査能力の3

点の強化を図る観点から「尖閣領海警備体制の強化と大規模事案の同時

発生に対応できる体制の整備」等の5つを柱とする海上保安体制の強化を

着実に進める。また、体制強化により増強した巡視船・航空機等の確実な

運用を図る。 

 

①  尖閣領海警備体制の強化と大規模事案の同時発生に対応できる体

制の整備 

３４５．９億円（前年度 ２６４．７億円） 
 

尖閣領海警備体制等の強化のため、巡視船の整備等を進める。 

 

（新規） 

・ ヘリコプター搭載型巡視船 ２隻（5年度就役） ７２．３億円 

・ 大型巡視船 ２隻（4年度就役1隻、5年度就役1隻） ４４．９億円 

 

（継続） 

・ ヘリコプター搭載型巡視船 ２隻（2年度1隻、3年度1隻就役） 

１２８．０億円（前年度 １２８．６億円） 

・ 大型巡視船 ２隻（2年度1隻、4年度1隻就役） １９．７億円（前年度  ７９．５億円） 

・ 巡視船搭載ヘリコプター ２機（2年度1機、3年度1機就役） 

 ２２．１億円（前年度  ２９．１億円） 

・ 基地整備 ５８．７億円（前年度  ２５．３億円） 

 

 

(１)「海上保安体制強化に関する方針」に基づく体制の強化 
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②  海洋監視体制の強化 

９９．７億円（前年度  ３９．６億円） 

 

漂流・漂着木造船等が多数確認される日本海や、中国漁船が確認され

る小笠原諸島周辺海域を含む広大な我が国周辺海域における監視体制

を強化するため、航空機の整備や情報通信体制の強化等を進める。 

 
（新規） 

・ 新型ジェット機 １機（5年度就役）                    ５５．９億円 

・ 大型無人航空機（無操縦者航空機）の国内飛行実証    ９．７億円 

・ 映像伝送機能の強化                    １２．５億円 

 

（継続） 

・ 監視拠点の整備  ６．８億円（前年度   ４．１億円） 

・ 新型ジェット機 ２機（3年度1機、4年度1機就役）  ０億円（前年度  １２．４億円） 

・ 中型ヘリコプター １機（3年度就役）  ０億円（前年度     ０億円） 

 

③ 原発等テロ対処・重要事案対応体制の強化 

４３．６億円※（前年度  ４４．１億円） 

    ※ 再掲        

 

原発等へのテロの脅威や大和堆周辺海域における北朝鮮漁船への対

応等の重要事案に適切に対応するため、体制強化として巡視船の整備等

を進める。 

 
（新規） 

・ 大型巡視船 １隻（4年度就役・再掲） １６．２億円 

（継続） 

・ 大型巡視船 １隻（2年度就役・再掲）        １９．７億円（前年度  ３７．５億円） 
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④ 海洋調査体制の強化 

１１０．１億円（前年度  ４９．５億円） 

 

他国による海洋境界等の主張に対し、我が国の立場を適切な形で主張

するべく、必要な海洋調査体制を強化するため、測量船の整備等を進め

る。 

 

 （継続） 

        ・ 大型測量船 １隻（2年度就役）        ７９．３億円（前年度  ４０．１億円） 

        ・ 中型飛行機（測量機） １機（2年度就役）     １８．２億円（前年度     ０億円） 

 

※  ①～④の体制強化により増強した巡視船・航空機等の確実な運用等 

４９２．７億円※（前年度 ４３４．０億円） 

※ 運航費 

 

「海上保安体制強化に関する方針」に基づき整備した巡視船・航空機等

を確実に運用するとともに、大規模事案の同時発生等にも適切に対応する

ため、所要の燃料費や維持費等を確保する。 

 

⑤ 基盤整備 

２２．７億円（前年度   ３．０億円） 

 

海上保安体制の強化にあわせて、海上保安業務対応能力の向上を図

るため、教育訓練施設の拡充を進める。 

 

(継続) 

・ 教育訓練施設の拡充 ２２．７億円（前年度   ３．０億円） 
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１１．０億円（前年度   ９．４億円） 

（うち優先課題推進枠要望）   ３．７億円 

 

「海上保安体制強化に関する方針」はもとより、 「我が国における海洋状

況把握（ＭＤＡ）の能力強化に向けた今後の取組方針」等も踏まえ、海洋状

況表示システムの機能強化等を図る。また、海洋権益や海上安全の確保等

に資する質の高い科学的データを収集するため、引き続き、広域かつ詳細

な海洋調査を進めるとともに、海洋調査等で得られた海洋情報の効果的な

集約・共有・提供を図る。 

 

(継続) 

・ 海洋状況表示システムの機能強化 １．０億円（前年度   １．１億円） 

 

 

 

 

３．７億円（前年度   ３．５億円） 

（うち優先課題推進枠要望）   １．３億円

 

「自由で開かれたインド太平洋」の実現に向けて、法の支配に基づく海洋

秩序維持の重要性をアジア諸国等との間で共有し、アジア諸国等の海上保

安機関に対する能力向上支援や協力関係の強化を図るため、平成27年10

月に創設した海上保安政策プログラム（修士課程）による人材育成支援や、

平成29年10月に発足した海上保安庁モバイルコーポレーションチームの派

遣等を実施する。 

 

(継続) 

・ 諸外国の海上保安機関との連携強化 ３．７億円（前年度   ３．２億円） 

  

(２) 海洋状況把握（ＭＤＡ）の能力強化に向けた取組み等 

(３) 法の支配に基づく海洋秩序維持のための取組み 
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２．国民の安全・安心を守る業務基盤の充実・強化 

２０５．８億円（前年度 ２１４．４億円） 

 

 

１４４．８億円（前年度 １４９．８億円） 

（うち優先課題推進枠要望）  ２６．６億円 

 

密輸・密航等の海上犯罪取締りや救難・防災などの業務基盤の充実・強

化を図る。 

 

① 大型巡視船等の高機能代替等 

６５．７億円（前年度  ７０．８億円） 

 

離島・遠方海域を含む全国における海難、海上災害、不審事象、不法

行為等への迅速かつ的確な対応を可能とするため、安全性の向上と高性

能化を図った巡視船・航空機への代替整備等を着実に進める。 

 

 （新規） 

・ ヘリコプター搭載型巡視船延命・機能向上 １隻     ０億円 
※契約のみ 

・ 中型巡視船 １隻（4年度就役）       ４．６億円 

  

 （継続） 

・ ヘリコプター搭載型巡視船延命・機能向上 ２隻 ３５．５億円（前年度  １５．３億円） 

・ 規制能力強化型巡視船 １隻（2年度就役） １８．０億円（前年度     ０億円） 

・ 中型ヘリコプター １機（2年度就役） ７．７億円（前年度     ０億円） 

 

② 離島・遠方海域における拠点機能の強化 

                              １２．８億円（前年度  １２．３億円） 

 

      小笠原諸島周辺海域における海上保安業務執行体制の強化に必要

な施設の整備を進める。 

 

 （継続） 

・ 小笠原の拠点機能の強化         １２．８億円（前年度   ８．４億円） 

 

 

(１) 治安・救難・防災業務の充実・強化
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③ 装備資器材等の充実・強化 

２９．６億円（前年度  ２１．６億円） 

 

巡視船艇や航空機等の能力を最大限に発揮し、安全を確保しつつ海上

保安業務を的確に遂行するため、巡視艇の老朽代替整備や救難資器材

等の充実・強化を図るとともに、航空機腐食対策等を着実に進める。 

 

（新規） 

・ 小型巡視艇 ２隻（2年度就役）       １０．９億円 

 

（継続） 

・ 航空機腐食対策等 ２．２億円（前年度   ２．１億円） 

・ 救難資器材の購入等                          ３．４億円（前年度   ０．２億円） 

 

④ 法執行業務体制等の充実・強化 

３６．８億円（前年度  ２９．１億円） 

 

世界的にテロの脅威が増大している中、令和２年には東京オリンピック・

パラリンピック競技大会が開催されることも踏まえ、テロ事案をはじめとする

国民の安全・安心を阻害するおそれのある活動や海上犯罪に加え、大和

堆周辺海域における北朝鮮漁船への対応等に万全を期すため、法執行

業務体制等の充実・強化を図る。 

 

（継続） 

・ 長距離音響発生装置の購入          １．３億円（前年度     ０億円） 

・ 警備資器材等の整備 １５．２億円（前年度   ０．６億円） 
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６１．０億円（前年度  ５６．５億円）

（うち優先課題推進枠要望）  ２３．２億円

 

     海上交通の安全を確保するため、社会情勢等を踏まえた安全対策の推

進、航路標識の防災対策及び維持管理の高度化を図る。

 

   ① 小型船舶等の安全対策の推進 

                          １．８億円（前年度   １．８億円） 

 

多様化するマリンレジャーに対応するため、当庁による直接指導のみな

らず、自助・共助の観点から、知識・技能に優れた指導員を養成し、民間に

よる安全対策の推進等を図る。 

    

 

② 航路標識の維持管理の高度化 

１．９億円（前年度   １．８億円） 

 

自然災害等における航路標識の障害発生情報を迅速・確実に把握する

ことにより、速やかな利用者への情報提供や原状回復を図ることが可能と

なることから、IoTを活用した航路標識監視体制を構築するなど、維持管理

の高度化を図る。 

 

 

③ 航路標識の防災対策等 

５７．３億円（前年度  ５２．９億円） 

 

災害発生時において、海上輸送ルートの安全確保を図るため、船舶の

安全な航行に不可欠な灯台等の耐震補強などの防災対策を実施する。 

また、航路標識の老朽化が進む中、計画的に予防保全型の対策を推進

するとともに、劣化、亀裂等の老朽化が著しい灯台等や故障が多発し運用

に支障をきたすおそれのある海上交通センター機器等の改修を実施する。 

 

(２) 海上交通の安全確保 

9



ⅣⅣ．．参参考考資資料料  

目   次 

 

① 令和2年度要求における船艇・航空機等整備の内容  ・・・・ 11  

 

② 船艇・航空機等整備（イメージ） ・・・・・・・・・・・・ 12  

  

③ 令和2年度当初予算で新規要求する 

巡視船艇・航空機等一覧 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 13      

 

④ 法の支配に基づく海洋秩序維持のための取組み ・・・・・・ 14  

 

⑤ 海上交通の安全確保 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15  

 

⑥ 当初予算の内訳の推移等 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 16  

 

⑦ 令和2年度主な機構要求の概要  ・・・・・・・・・・・・・ 17  

 

⑧ 令和2年度定員要求の概要  ・・・・・・・・・・・・・・・ 18  

 

⑨ 定員の推移 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 19 

  

⑩ 国の存立を全うし、国民を守るための切れ目のない 

安全保障法制の整備について＜抄＞・・・・・・・・・・・・ 20 

 

⑪ 国家安全保障戦略について＜抄＞・・・・・・・・・・・・・ 21 

 

⑫ 海上保安体制強化に関する方針＜抄＞・・・・・・・・・・・ 22 

 

⑬ 海洋基本計画＜抄＞  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24 

 

⑭ 我が国における海洋状況把握（ＭＤＡ）の能力強化に向けた 

今後の取組方針＜抄＞・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 24 

  

⑮ 経済財政運営と改革の基本方針2019＜抄＞・・・・・・・・・ 25 

 

  

 

10



令和2年度要求における船艇・航空機等整備の内容

・尖閣諸島周辺海域において
常時徘徊、領海侵⼊する中国
公船の⼤型化・武装化・増強

・外国漁船の活動の活発化及び
操業海域への外国公船の出現

・外国調査船等による海洋調査、
資源探査の活発化

・⽇本海の広い海域で、北朝鮮
漁船等を確認、⽊造船等の
漂流・漂着

・地震・津波・台⾵・豪⾬・⽕⼭等
の激甚化する⾃然災害等

・テロの脅威の増⼤

重⼤な事案

・領⼟問題
・境界画定問題
・周辺海域における不審な
船舶の出現 等

近隣諸国との諸問題

海上保安庁を取り巻く情勢

・法執⾏業務体制等の充実・強化

・東京オリンピック・パラリンピック等
に向けた準備

・海難救助、海上災害への
迅速な対応 等

国⺠の安全・安⼼の確保

「海上保安体制強化に関する⽅針」に基づく体制の強化

① 尖閣領海警備体制の強化と⼤規模事案の同時発⽣に対応
できる体制の整備
・ ヘリコプター搭載型巡視船の整備
（2年度1隻、3年度1隻就役、２年度新規着⼿２隻）
・ ⼤型巡視船の整備
（2年度1隻就役、２年度新規着⼿2隻）

② 海洋監視体制の強化
・ 新型ジェット機の整備
（3年度1機、４年度１機就役、２年度新規着⼿1機）
・ 中型ヘリコプターの整備（３年度1機就役）
・ 映像伝送機能の強化
・ 監視拠点の整備

③ 原発等テロ対処・重要事案対応体制の強化
・ ⼤型巡視船の整備
（2年度1隻就役、２年度新規着⼿１隻）

④ 海洋調査体制の強化
・ ⼤型測量船の整備（2年度1隻就役）
・ 中型⾶⾏機（測量機）（２年度１機就役）
※ ①〜④の体制強化により増強した巡視船・航空機等の確実な運⽤等
・ 「海上保安体制強化に関する⽅針」に基づき整備した巡視船・航空機等を
確実に運⽤するとともに、⼤規模事案の同時発⽣等にも適切に対応するた
め、所要の燃料費や維持費等を確保

⑤ 基盤整備
・ 教育訓練施設の拡充

治安・救難・防災業務の充実・強化

① ⼤型巡視船等の⾼機能代替等
・ ヘリコプター搭載型巡視船延命・機能向上
（2年度1隻整備完了、4年度1隻整備完了、２年度新規着⼿
１隻）

・ 規制能⼒強化型巡視船の整備（２年度１隻就役）
・ 中型巡視船の整備 （２年度新規着⼿１隻）
・ 中型ヘリコプターの整備（2年度1機就役）

② 装備資器材等の充実・強化
・ ⼩型巡視艇の整備（２年度新規着⼿２隻）

戦略的海上保安体制の構築

国⺠の安全・安⼼を守る業務基盤の充実・強化

（再掲）

11



28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

⼤型巡視船隻数 62隻 62隻 62隻 67隻 69隻 70隻 73隻 75隻

戦略的海上保
安体制の構築

国民の安全・
安心を守る業
務基盤の充
実・強化

船艇・航空機等整備（イメージ）

※計画

ヘリコプター搭載型巡視船 1隻（増強）

令和2当初新規要求

継続

※計画

新型ジェット機 2機（うち1機増強）

新型ジェット機 1機

尖
閣

時
間
監
視

体

制

完

成

ヘリコプター搭載型巡視船 2隻（増強）

⼤型巡視船 1隻（増強）

新型ジェット機 1機（増強）

⼤型巡視船 1隻（増強）

⼤型測量船 1隻（増強）

※計画

凡例 中型ヘリコプター 1機（増強）

中型⾶⾏機（測量機）1機（増強）

ヘリコプター搭載型巡視船 2隻（増強）

新型ジェット機 1機（増強）

⼤型巡視船 1隻（増強）

ヘリコプター搭載型巡視船 1隻（増強）

ヘリコプター搭載型巡視船 1隻（増強）

⼤型巡視船 1隻（増強）

新型ジェット機 1機（増強）

新型ジェット機 1機（増強）

⼤型測量船 1隻（増強）

ヘリコプター搭載型巡視船延命・機能向上 1隻

ヘリコプター搭載型巡視船
延命・機能向上 1隻

規制能⼒強化型巡視船1隻

中型ヘリコプター 1機

中型巡視船 1隻

⼤型巡視船 1隻（増強）

ヘリコプター搭載型巡視船
延命・機能向上 1隻

⼤型巡視船 1隻（増強）

⼩型巡視艇 ２隻

24
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中型巡視船（PM型・代替）

令和２年度当初予算で新規要求する
巡視船艇・航空機等⼀覧

⼤型巡視船（PL型・増強）

（総トン数 約３,500トン ・ 全⻑ 約120メートル）

新型ジェット機（増強）
海洋監視体制の強化

「海上保安体制強化に関する⽅針」に基づく体制の強化
尖閣領海警備体制等の強化

ヘリコプター搭載型巡視船
（PLH型・延命・機能向上）

【特性】
・監視能⼒
・情報伝達能⼒

⼩型巡視艇（CL型・代替）

（総トン数 約25トン）

【特性】
・災害対応能⼒
・捜索監視能⼒
・規制能⼒

原発・テロ対処・重要事案対応体制の強化

総トン数 約6,000トン・全⻑ 約140メートル
ヘリコプター2機搭載

【特性】
・災害対応能⼒
・捜索監視能⼒
・指揮能⼒
・輸送能⼒

ヘリコプター搭載型巡視船
（PLH型・増強）

（総トン数 約1,500トン・全⻑ 約100メートル）

⼤型巡視船（PL型・増強）

（総トン数 約650トン・全⻑ 約72メートル）

【特性】
・荒天下航⾏能⼒
・災害対応能⼒

【特性】
・捜索監視能⼒
・航続性
・速⼒

（総トン数 約5,300トン・全⻑ 約130メートル）

国⺠の安全・安⼼を守る業務基盤の充実・強化

【特性】
・耐航性
・捜索監視能⼒
・規制能⼒

【特性】
・災害対応能⼒
・捜索監視能⼒
・指揮能⼒

13



法の⽀配に基づく海洋秩序維持のための取組み

✔ 多国間連携
・ 世界海上保安機関⻑官級会合
・ 北太平洋海上保安フォーラム
・ アジア海上保安機関⻑官級会合
・ 連携訓練

✔ ⼆国間連携
・ ⻑官級会合
・ 連携訓練

アジア諸国等の海上保安機関に対する能⼒向上⽀援の強化等国際連携の強化

MCTによる技術指導・訓練(フィリピン)

海外の課程研修⽣の滞在等を⽀援

連 携

◆海上保安庁幹部職員の養成◆政策プロフェッショナルの養成
※ 1年間の期間で実施（平成27年10⽉創設）

これまで、フィリピン、マレーシア、インドネシア、ベトナム、スリランカ、インドから参加。
（５期⽬からタイが参加）

海上保安官及びアジア諸国の海上保安機関職員に対し、
⾼度な実務と理論の教育の実施

⾼度の実務的・
応⽤的知識 分析・提案能⼒ 国際コミュニ

ケーション能⼒
国際法についての
知識・事例研究

海上保安政策プログラム（修⼠課程）

世界海上保安機関⻑官級会合(東京)

「⾃由で開かれたインド太平洋」の実現に向けて、法の⽀配に基づく海洋秩序維持
の重要性をアジア諸国等との間で共有するとともに、アジア諸国等の海上保安機関に
対する能⼒向上⽀援や協⼒関係の強化を図る。

概要

法の⽀配に基づく海洋秩序維持の重要性をアジア諸国等の海上保安機関との間で共有

✔ 海上保安政策プログラムの基盤強化（対象国拡⼤）
✔ アジア海上保安機関実務者招へい事業の実施

✔ 能⼒向上⽀援専従部⾨（MCT）の積極的派遣
※MCT : 海上保安庁モバイルコーポレーションチーム

✔ ASEAN諸国のＶＴＳ管制官⼈材育成⽀援
※VTS : Vessel Traffic Service（船舶通航⽀援等業務）

✔ 巡視船・航空機、練習船の効果的派遣

前半６ヶ⽉ 後半６ヶ⽉

14



海上交通の安全確保

航路標識の維持管理の高度化

自然災害時における航路標識の障害情報の提供や迅速な復旧等のため、IoTを活用した航路標識監視体制の構
築、浅海用浮体式灯標の整備の推進等維持管理の高度化を図る。

灯火監視クラウド
サービス

LTE／3G回線

インターネット

管区本部

海上保安部
※遠隔により灯火、蓄電池の状態、位置情報のリアルタイム把握が可能

＜IoTを活用した航路標識監視体制の構築＞

▲民間による安全指導

小型船舶等の安全対策の推進

多様化するマリンレジャーに対応するため、当庁による直接指導のみならず、自助・共助の観点から、知識・技能等に
優れた指導員を養成し、民間による安全指導の推進等を図る。

▲カヌー ▲SUP

航路標識の防災対策等

災害発生時において、海上輸送ルートの安全確保を図るため、船舶の安全な航行に不可欠な灯台等の耐震補強な
どの防災対策を実施する。また、計画的に航路標識の予防保全型の対策を推進するとともに、劣化、亀裂等の老朽化
が著しい灯台等や故障が多発し運用に支障をきたすおそれのある海上交通センター機器等の改修を実施する。

▲補強前 ▲耐震補強 ▲補強後

＜耐震補強＞
◇ 灯台等の防災対策

▲航路標識の構造的弱部を
コンクリートを用い補強

▲荒天時の波浪

航路標識

＜耐波浪補強＞ ＜老朽化した管制信号装置の改修＞

LED化

◇ 海上交通センター機器等の改修
＜老朽化した機器の改修＞

＜浅海用浮体式灯標＞

※風浪に対する動揺や振れ回りが小さく航路幅を最大限利用できる
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令和２年度主な機構要求の概要

１．尖閣領海警備体制等の強化
○ 第十管区海上保安本部「経理補給部」の設置

２．外国漁船による違法操業等への対応体制の
強化
○ 本庁警備救難部刑事課「外国人漁業対策室」の設置

３．海洋調査体制の強化
○ 本庁海洋情報部「海洋情報分析調整官」の設置

４．航空基地業務執行体制の整備
○ 第七管区海上保安本部「北九州航空基地」の設置
（第七管区海上保安本部「福岡航空基地」の名称・位置変更）
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戦略的海上保安体制の構築（「海上保安体制強化に関する
方針」に基づく体制の強化）、国民の安全・安心を守る業務基
盤の充実・強化へ対応するための要員として、４４８人の定員を
要求

定員要求 〔４４８人〕

○ 戦略的海上保安体制の構築 １８１人
《「海上保安体制強化に関する方針」に基づく体制の強化》
・ 尖閣領海警備体制の強化と大規模事案の同時発生に対応できる体制の整備のため
の要員 （40人）

・ 海洋監視体制の強化のための要員 （18人）
・ 原発等テロ対処・重要事案対応体制の強化のための要員 （35人）
・ 海洋調査体制の強化のための要員 （56人）
・ 基盤整備のための要員 （32人）

○ 国民の安全・安心を守る業務基盤の充実・強化 ２６７人

・ 治安・安全対策等の強化のための要員 （267人）

令和２年度定員要求の概要
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定員の推移

（補正を除く） （補正） （緊急増員）（緊急増員を除く）
年度

平成

22 23 24 25 25 26 27 28 28 29 30
令和

元

増員 292 296 275 400 306 320 435 316 104 338 467 423

合理化等 ▲ 249 ▲ 261 ▲ 257 ▲ 281 0▲ 226 ▲ 221 ▲ 216 0▲ 220▲ 217 ▲ 223

純増等 43 35 18 119 306 94 214 100 104 118 250 200

12,636 12,671 12,689 

12,808 
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国の存立を全うし、国民を守るための切れ目のない安全保障法制の整備について＜抄＞ 

 

平成２６年７月１日 

国家安全保障会議決定 

閣 議 決 定 

 

１ 武力攻撃に至らない侵害への対処 

 
（１）我が国を取り巻く安全保障環境が厳しさを増していることを考慮すれば、

純然たる平時でも有事でもない事態が生じやすく、これにより更に重大な

事態に至りかねないリスクを有している。こうした武力攻撃に至らない侵

害に際し、警察機関と自衛隊を含む関係機関が基本的な役割分担を前提と

して、より緊密に協力し、いかなる不法行為に対しても切れ目のない十分な

対応を確保するための態勢を整備することが一層重要な課題となっている。 

 
（２）具体的には、こうした様々な不法行為に対処するため、警察や海上保安庁

などの関係機関が、それぞれの任務と権限に応じて緊密に協力して対応す

るとの基本方針の下、各々の対応能力を向上させ、情報共有を含む連携を強

化し、具体的な対応要領の検討や整備を行い、命令発出手続を迅速化すると

ともに、各種の演習や訓練を充実させるなど、各般の分野における必要な取

組を一層強化することとする。 
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国家安全保障戦略について＜抄＞ 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 我が国がとるべき国家安全保障上の戦略的アプローチ 

 １ 我が国の能力・役割の強化・拡大 

 （３）領域保全に関する取組の強化 

  我が国領域を適切に保全するため、上述した総合的な防衛体制の構築のほ

か、領域警備に当たる法執行機関の能力強化や海洋監視能力の強化を進め

る。加えて、様々な不測の事態にシームレスに対応できるよう、関係省庁間

の連携を強化する。 

また、我が国領域を確実に警備するために必要な課題について不断の検

討を行い、実効的な措置を講ずる。 

さらに、国境離島の保全、管理及び振興に積極的に取り組むとともに、国

家安全保障の観点から国境離島、防衛施設周辺等における土地所有の状況

把握に努め、土地利用等の在り方について検討する。 

 

 （４）海洋安全保障の確保 

海洋国家として、各国と緊密に連携しつつ、力ではなく、航行・飛行の自

由や安全の確保、国際法にのっとった紛争の平和的解決を含む法の支配と

いった基本ルールに基づく秩序に支えられた「開かれ安定した海洋」の維

持・発展に向け、主導的な役割を発揮する。具体的には、シーレーンにおけ

る様々な脅威に対して海賊対処等の必要な措置をとり、海上交通の安全を

確保するとともに、各国との海洋安全保障協力を推進する。 

また、これらの取組に重要な我が国の海洋監視能力について、国際的ネッ

トワークの構築に留意しつつ、宇宙の活用も含めて総合的に強化する。さら

に、海洋安全保障に係る二国間・多国間の共同訓練等の協力の機会の増加と

質の向上を図る。 

 

４ 国際社会の平和と安定のための国際的努力への積極的寄与 

（２）法の支配の強化 

～(略)～ 

特に海洋、宇宙空間及びサイバー空間における法の支配の実現・強化に

ついて、関心を共有する国々との政策協議を進めつつ、国際規範形成や、

各国間の信頼醸成措置に向けた動きに積極的に関与する。また、開発途上

国の能力構築に一層寄与する。 

― 海洋については、地域的取組その他の取組を推進し、力ではなく法

とルールが支配する海洋秩序を強化することが国際社会全体の平和

と繁栄に不可欠との国際的な共有認識の形成に向けて主導的役割を

発揮する。 

 

平成 25 年 12 月 17 日

国家安全保障会議決定

閣 議 決 定
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海上保安体制強化に関する方針＜抄＞ 

 
平成 28 年 12 月 21 日 
海上保安体制強化に関する  
関 係 閣 僚 会 議 決 定 

 

３． 海上保安体制強化に関する方針 

 上記１．（２）に示すような尖閣諸島周辺海域をはじめ、我が国周辺海域を取り

巻く情勢を念頭に、国家安全保障戦略（平成25年 12 月 17 日国家安全保障会議及

び閣議決定）等を踏まえつつ、下記に示すとおり、海上保安体制強化を図る。その

際、喫緊の課題である尖閣領海警備体制の強化等については、緊急的に整備を進め、

その他については、所要の検討を行った上で、段階的に必要な体制整備を進める。 

 

（１）尖閣領海警備体制の強化と大規模事案の同時発生に対応できる体制の整備 

尖閣諸島周辺海域における領海侵入事案に対して、これまで尖閣領海警備専

従体制の整備を進めてきたが、中国公船の大型化・武装化等を踏まえ、それに

対応できる巡視船等の整備を進め、尖閣領海警備体制を更に強化する。その際、

必要な基地整備にも併せて取り組む。 

また、中国公船等が、大量に尖閣周辺海域に集結する場合には、上記の尖閣

領海警備体制に加え、各管区で必要な業務を支障なく遂行し、大規模事案が同

時に発生した場合であっても対応できる体制を確保しつつ、全国からの緊急応

援派遣で対応を行う。 

上記の体制整備に当たっては、尖閣諸島周辺海域等の変化する情勢に機動的

に対応できるよう、既存の巡視船等の配置・運用の見直しを含めて体制の強化

を図る。 

  

（２）海洋監視体制の強化 

全国の広大な海域において重点的に外国公船、外国漁船、外国海洋調査船や

テロ等の脅威に対する監視体制を強化するため、航空機による監視体制に加え、

監視拠点の整備等による監視能力の強化のほか、監視情報の集約・分析等に必

要な情報通信体制の強化を図る。なお、広域海洋監視のあり方についても研究

を進める。 

その際、自衛隊との役割分担を踏まえた情報共有・連携強化等も進めながら、

海域毎に優先順位をつけつつ、費用対効果も勘案した上で、段階的に必要な体

制を強化する。 
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（３）原発等テロ対処・重要事案対応体制の強化 

現下の厳しいテロ情勢や北朝鮮による挑発的行動を踏まえ、原子力発電所

等へのテロの脅威への対処や、離島・遠方海域における領海警備等の重要事案

への対応について、想定される事態と必要な措置等を踏まえ、警察や自衛隊と

の情報共有・連携強化等を進めつつ、テロ対処等に万全を期すために必要な巡

視船による対応体制の強化を段階的に進める。 

 

（４）海洋調査体制の強化 

他国による大陸棚延長申請や中間線を越えた海洋境界の主張に対し、我が国

の立場を適切な形で主張していくためにも、外交当局等の国内関係機関との協

力・連携を進めつつ、必要な海洋調査等を計画的に実施する必要がある。その

ため、他国による海洋調査の動向や必要な調査対象海域の範囲等も踏まえ、必

要な海洋調査体制を強化する。 

 

（５）基盤整備 

上記の体制整備を着実に進めるため、海上保安業務対応能力の向上を図るた

めの人材の育成と併せて、必要となる定員の増員、教育訓練施設の拡充等を進

める。 

また、上記の体制整備を行うにあたっては、既存の巡視船等の配置・運用の

見直しのほか、計画的な長寿命化や海上保安庁の組織・業務の見直し、調達価

格の見直し等を行うことと併せて、必要な体制の確保を図る。 

 

（６）留意事項 

   ○ 本方針の内容は、定期的に体系的な評価を行い、適時適切にこれを見直

していくこととし、我が国周辺海域を取り巻く情勢に重要な変化が見込ま

れる場合には、その時点における情勢を十分に勘案した上で検討を行い、

必要な修正を行う。 

 

   ○ 格段に厳しさを増す財政事情を勘案し、我が国の他の諸施策との連携を

図りつつ、「経済・財政再生計画」（「骨太 2015」（平成 27 年 6 月 30 日閣

議決定））等の財政健全化に向けた枠組みの下、効率化・合理化を徹底し

た整備に努めるほか、関係予算の重点化・効率化等により財源を確保する

中で、必要な整備を進める。 

 

 

23



海洋基本計画＜抄＞ 

 

 

 

 

第２部 海洋に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に構ずべき施策 

 １．海洋の安全保障 

  （１）我が国の領海等における国益の確保 

    ア 我が国自身の抑止力・対処力及び海上法執行能力の向上 

     ○ 海上保安庁については、「海上保安体制強化に関する方針」に基づ

き、着実に海上法執行能力の強化を図っていく。特に、尖閣領海警

備体制の強化等については、緊急的に整備を進める。 

    エ 情報収集・分析・共有体制の構築 

     ○ 平素における脅威・リスクの増大傾向に対応する観点から、「海上

保安体制強化に関する方針」に基づき、海上保安庁の海洋監視体制

を重点的に強化していく。 

 

 ５．海洋調査及び海洋科学技術に関する研究開発の推進等 

  （１）海洋調査の推進 

    ア 海洋調査の戦略的取組 

     ○ 我が国の排他的経済水域・大陸棚を始め、我が国周辺海域における

海洋調査を通じ、海洋権益確保の戦略的観点から、我が国の海域の総

合的管理に必要なものや境界画定交渉に資するものを含め、海底地形、

資源の分布状況等に係る関連情報の一層の充実に努めるため、「海上

保安体制強化に関する方針」に基づく海洋調査体制の強化等、海洋調

査に関する戦略的取組を推進する。 

 

 

 

 

我が国における海洋状況把握（ＭＤＡ）の能力強化に向けた今後の取組方針＜抄＞ 

 

 

 

 

３．我が国におけるＭＤＡの能力強化の方向性及び施策 

（２） 能力強化の方向性及び施策 

  ア 情報収集体制 

② 情報収集のためのアセットの着実な整備及び効果的な利活用 

    海上保安庁の海洋監視体制については、我が国の領海等における脅威・

リスクの増大傾向を踏まえ、「海上保安体制強化に関する方針」（平成 28

年 12 月、海上保安体制強化に関する関係閣僚会議決定）に基づき、海洋

監視体制を強化していくことが重要である。 

平成 30 年 5 月 15 日

閣 議 決 定

平成 30 年 5 月 15 日

総合海洋政策本部決定
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経済財政運営と改革の基本方針 2019＜抄＞ 

 

 

 

 

 

 

第２章 Society5.0時代にふさわしい仕組みづくり 

 

５.重要課題への取組 

（６）外交・安全保障 

  ② 安全保障 

 海上保安体制強化に関する方針等に基づく領海警備・海洋監視・海洋調査

体制等の強化、法の支配に基づく海洋秩序維持・強化、海洋状況把握の能力向

上等による総合的な海洋の安全保障の実現、国境離島の保全や地域社会の維

持及び事態対処能力の向上に取り組む。 

 

 

（７）暮らしの安全・安心 

   ② 治安・司法 

 性犯罪や児童虐待、サイバー犯罪、薬物犯罪、特殊詐欺、組織犯罪など深刻

化する犯罪に対し、多機関連携を強化して対策を充実させ「世界一安全な日

本」を実現する。治安・司法分野における人的・物的基盤を整備する。 

③ 危機管理 

 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会等の国際的行事153の

開催などを控え、テロの発生の未然防止やサイバーセキュリティ対策に万全

を期す。このため、産学官と国際社会の連携の下、先端技術を利活用して、テ

ロ関連情報の収集・集約・分析等の体制・能力を充実させる。空港・港湾・海

上等での水際対策・入国管理や新幹線をはじめ鉄道等における警戒・警備を

強化する。テロ等の緊急事態に備え、人的基盤や装備資機材を強化し、これを

フルに活用して対処能力を向上させる。 

 

 

令和元年 6 月 21 日 

閣 議 決 定 
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海上保安庁 検索

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛します！守ります！日本の海 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜海上保安庁ホームページ＞ 

http://www.kaiho.mlit.go.jp/ 

 
 

 

（この冊子は、再生紙を使用しています。） 


	00 資料編（ポンチ絵等）.pdfから挿入したしおり
	13～16.pdfから挿入したしおり
	13 安保法制抜粋●
	14 300806国家安全保障戦略について＜抄＞●
	15 海上保安体制強化に関する方針＜抄＞●
	16 海洋基本計画、MDA方針＜抄＞●
	17 経済財政運営と改革の基本方針 2018＜抄＞●





